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中国における土地制度改革と都市形成

—珠江デルタ地域，深訓市の市例から一―
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I 上地制度改革

II 国有地における都市形成

III 集団所有地における都市形成

おわりに

はじめに

香港の後背地として広がる中国広東省の珠江

デルタ地域では旧 1)（図 1)，経済の対外開放が

進むにつれて産業構造の変化と人口の増加が著

しい。そしてそこでは，工場・住宅・商店・道

路・その他のインフラなどが建設され，都市的

な景観が怠速に形成されつつある。そのパター

ンは，既存0)少数の大・中都市に人口か梨中し

拡大するのではなく，多数())1小城鎖」（農村部

の中心地てある町や小都市）が成長するというも

0)である。さらに，それらの小城鎮と大・中都

市とを結ぶ幹線道路に沿って，広くリボン状に

都市的な姐観が連続しているけt2)0

このような景観の形成は， 1980年代に，おも

に香港に拠点を置いていた外資企業が，労働集

約的な牛産部門を珠江デルタ地域へ移転させた

ことに始まる。これによって， この地域の就業

機会が大輻に増え，貨金水準が中国0)ほかの地

域に比較して高くなり，大量の出稼ぎ労働者が

流入したいい。

外資企業による生産機能())シフトは， この地

26 

ぉ，7) でら じゅん

小野寺 淳

域の多額の外国投資導入として統計に表れてい

る。中国全体に占める珠江デルタ地域への外国

投資導入額の比率は， 1985年の15.9%,90年の

16.1％から， 94年の19.2％へと増加しており，

導入額のうち87%0994年）が直接投資で占めら

れている旧4)0 

外資企業の進出と人口の増加にともなって，

t場の建物やインフラのほか，大量の出稼ぎ労

慟者を収容する宿舎や彼らの必要を満たす商店

などか建設されたか， とくに1990年代に入って

それらの建設が急速に進むようになった。この

ような活発な都市的景観の形成には，それらの

建造物を建設する地域の経済主体に十分な資本

の蓄積が行われていると考えられる。ただ単に，

外資企業が委託加［のような生産活動に対して

投資をし利潤を回収してゆくだけでなく，その

外国投資の一部か何らかの形で地域にも蓄積さ

れ，それが都市を形成する固定資産投資に向か

うようなメカニズムが働いているのではないだ

ろうか。

そのような都市形成のメカニズムを明らかに

するため，本稿ては，地域の経済主体か資本蓄

積を行うひとつの契機となった土地の有償化を

おもな内容とするt_:t也制度改革に注目する。以

下，まず新旧の土地制度の特徴と制度改革の過

程を幣理した上で（第 1節），七地の有償化によ

って得られた土地収益がとのようにして都市形

『アジア経済』 XXXVIII-6(1997.6) 
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図 1 珠江テルタ地域
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（出所） 筆者作成。

成に投下されてゆくのかを，都市の国有地の場

合（第II節）と農村の集団所li地の場合（第III節）

とに分けて，珠汀デルタ地域． とくに深訓市の

市例を引きながら検討してゆく

（注 l) 以ド，珠iIデルタ地域とは、便宜的に1994年

10月に広東省委員会・省政府が定めた 珠 iiテルタ経済

地域10)範囲を指すものとする。行政区画としては仏州，

深:tJll，珠海，東地中llI,i:lPl，仏Ill(/）各巾．．および恵

州市U)忠城lべ，恵嵐恵東博羅，索謁tiU)端｝111，え，鼎

湖[i<.：，高要，四会を含み，面積は4}jl5961i/jキロメー

トルて全広東省の23.4％にあたるし

(it 2) こU)ような都市化ハターンは，アンアの各地

で観察される現象として注目されてしるう例えは，＇ l`（j 

McGee, "The Emergence of応 akotaRegion in 

Asia: Expanding a Hypothesis噌"in Th, Extended 

Metropolis.・ふttlement Transition in Asia, t'd 

Nortonじinsburg,Bruce Koppel. and T.（ふ．＼1c(jee

(Ilonolulu: University of Hawaii l'res;.,, 1991)を参

照。中国における類似の都市化パターンを指摘したもの

としては、馬昂i'(AndrewM. Marioni ・ 1x域絆済発

展和城郷関係 亜｝廿発展中地区空間経済転変的新理論

肛架一-」（「経済地F恥 l切4年第14巻第 1期）／鄭天祥・

呉剣偉］珠江三角洲通向21世紀城rii化策略」に珠江二角

洲経済』 1993年第3期）／'EdwardS. W. Woo. "Urban 

Development." in Guangdong: Su冗 ey吋IIProt'inct' 

じndergoingRapid Change, ed. Y. M. Yeung and 

David K. Y.じhu(!long Kong: The Chinese Uni-

versity Press, 1994)なとかあるc

直：―n 小野寺淳・大島一 • 9 1 /』東省における労慟jj

流動の要因分析 県レペルの統計資料を中心に一一！

（中国研究月飢 l996年第575号）し

(if l) 国家統u「局紺「中国統』年鑑,;1995年版北

東 中国統，9+出版社 55ページ，および中共広東省委弁

公／ i稔合処•仏東省統計局総合処共組吋朱il^ 了f．角洲経済

|勺^紐，十資料 1980~1994』 1995年 3ヘーシより吋は

ー t：地制度改革

1. 改革以前の土地制度

社会主義中国の七地には，都巾の国家所有の
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土地と，農村の集団組織所有の土地の 2種類

があり，個人所打の土地はない。都市の土地は

1950年代に没収や買戻しによって国有地化をほ

ぽ終えている。他方，農村の土地は，中華人民

共和国成立後まもなく始まった七地改革におい

て，地主や富農から没収されたものか貧農層に

再分配され，この時点では農地は個人所有だっ

た。その後農業合作化，人民公社化を経て，集

団が七地を所打および使用することになったc

1980年代に土地制度の改品が始められるまで，

都市の土地には次のような問題点かあったc

企業が使用する上地は政府から行政的に割渭

てられ，つまり無償で取得でき，無期限に排他

的に占有でき，地代の支払いや税金も課されな

いから，企業にとっては七地を効率的に利用し

ようというインセンティプが働かなかったのて

ある。むしろ必要以上に広い土地を獲得し保布

しようとするため，遊休地が増え建造物の多層

化が進まず，上地利用の集約度は低位にあっ

たほ l）。また，必要に応じて割判かなされ不要

になったら政府に返還されるという原則から疇

そ0)七地を売却したり担保にすることは認めら

れず，上地利用は固定化してますます非効率に

なる。割り廿てられる時に付設されるインフラ

は，その七地を使用する企業の特定の用途に合

致したものになり惰そのため，仮にそ 0)七地か

新たな使用者に譲渡されることになっても，イ

ンフラの改造に時間とコストかかかってしましし，

いっそう上地の交換性を低ドさせていた',1.!,1c

土地は法規上はあくまて国がりMi権を打してし、

るか，実質的には，使用する企業の半水久的な

所有物と化していた。

新たな上地の取得が可能になるのは，韮本建

設プロジェクトについて廿局の承認を得られた
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時であり，そこではじめて土地取得の申請を提

出して政府からの割当を待っことになる。具体

的な使用目的がないまま自由に土地を購入する

ことはてきず，この意味で土地市場は存在しな

かったc 地代の水準に対応した七地利用が行わ

れるような上地市場の作用はまったく期待でき

す，それどころか，建築規制の手法による都市

計画の実行さえも，土地を保有する企業の既得

権益と厳しく対立して困難であったと思われる 2

ただ実際には，上地の都市全体からみた不足と，

一部の企業による過剰保有が詞時に存在すると

いう状況のもとで，企業が抱え込んている土地

や以下に言及する郊外農村の集団所有地をめく

る闇市場か存在していたという (l土3)e

農村の土地は，人民公社制度の下では牛産隊

か基本的な上地所有の主体てあり，生産隊ごと

に課せられた作物供出の義務を果たすために，

その七地を集団て使用した。農業以外への上地

利用の転換，たとえば農民個人の住宅用地や社

隊企業用地への転換は，当該農村の地域コミュ

ニティー（社区」）の範囲内で行われるものであ

り，コミュニティー外への譲渡は、基本建設プ

ロシェクトにともなった国による収用に限られ

て＼i)た．，

198(）年代になって人民公社か解体し生産晶負

制か導人されてからは，七地の所打権は多く 0)

場合それまての生産大隊に相当する行政村レ

ヘルの地域コミュニティーに移されたC 経済合

作社なとと呼ばれる行政村の経済組織を通して，

食糧の上納義務と農業税を保址することを条件

に，農業用地の経営権か各農家に再配分された。

また亀集団積立金（集体提留」）は，生産隊，牛→

産大隊，公社の各レヘルにあり，なかでも生産

隊が主要なt体であったが，生産請負制の実施
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以降は行政村（生産大隊レベル）が主要な主体に

なったは4）。このような集団積立金の主体の変

化は，コミュニティーのもっとも重要な資産で

ある土地がどのレペルで管理されているかにか

かっていると考えられる。たとえば，「以工補

農」（農村Jこ業の余剰をもって農業を支援する） と

いうやり方には，郷鎮企業が比較的発展した地

域において「両田制」が行われた場合，食糧上

納0)負担が少数の責任田の耕作者に集中してし

まうため，集団積立金を利用してコミュニティ

ー内の公平を保とうとする側面があるぼ5)C 

2. 改革の過程

改革以前に都市の土地が無償て無期限に割り

当てられた背最には，それによってl・̀：地を使用

する企業の生産コストを抑え＂工業生産を強化

しようとする政策があった。しかし，そのよう

な土地制度のために都市のI-．地利用が非効率に

なり，同時に土地からの収益が得られず士地開

発のための資金が確保できなかった。七地制度

改革の目的は，土地使用の有償化を進めること

によって土地市場を創出し，そこで土地使用権

を流動させて効率的な上地利用を促し，さらに

t地使用権の布償譲渡，賃貸，抵当などを通し

て七地開発の資金を捻出することである

土地有旧化の過程では次の2つの費目に注目

すべきであろう。ひとつは土地使用費（「場地使

用費」のち←•土地使用費」）であり， もうひとつは

七地使用権譲渡金（］土地使用権出譲金-)である r

はじめに，土地使用費についててあるか，

1979年7月の「中華人民共和国中外合密企業法」

は，中国側の投資として合弁企業が経営期間に

提供するt地の使用権を含めることができる，

としたtで， t地使用権が中国側の投資0)一部

分とされない場合には，合弁企業は中国政府に

d“" J"’'9, 9‘99,、,’’"，＂’"】,， "’"’9,＇`”̀"“嶋9』』"”’＇り，，研究ノート，’’̀ ’”””"'"’'”丸心叫" "`̀’’'‘'h 

対して使用費を納めなけれはならない，と規定

している。実際には， 1981年11月に公布された

〗城市土地使用管理条例」を受けて，深訓市が

1982年から徴収をはじめたのが最初である。ま

もなく徴収の対象は，外資系企業から公共部門

以外のすべての土地使用者に拡大された付キ6)0 

その後各地で土地使用費が徴収されるようにな

り， 1988年には全国100余りの都市に及んだりi,7 i 0 

そもそもこの七地使用費は国有地の地代を回

収することをねらいとしてし吠：。しかし， これ

まで上地を無償で使用してきた国内企業にはた

たちにそれを毎年負担するだけの能力がなく，

結局，七地の所有権か国にあることをホす程度

の象徴的な徴収額に落ち着いた伶t8 I。それだけ

に，都市の土地開発資金のための収人としては

まったく不十分てあった。

次に，土地使用費が収人規模として不十分で

あった点を解決するために考えられた七地有

償化のもうひとつの方策が，土地使用権の有償

譲渡てあった。その法的根拠として， 1988年に

「中華人民共和国憲法」および＂中華人民共和

国」月．地管坪法ーが修正され，十．地の所打権と使

用権を分離して，使用権に限ってh1買で譲渡す

ることかできると明記された。それに先立つ

1987年に，深訓経済特lメ＾では全国で初めての土

地使用権の有償譲渡が協議｀人札および競売の

方式て開始されり翌88年1月公布の「深訓経済

特区土地管理条例」か，これらの方式によって

決まった地価代金（―地価款」）を一括して一定期

間内に支払うことを規定しているc 深訓市国七

局の局長が述べているように，このような土地

使用権の付償譲渡は，公開競売によってイギリ

スl玉l+（イギリス政府）か所有する七地の賃借権

を設定し，それによって得た収益を都市のイン
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フラ整備などに振り向けた香港政庁のやり方に

倣ったものであった直巳

その後，外国資本の直接投資が活発に行われ

ている沿岸諸都市て‘，次々と土地譲渡条例か公

布されている (i+](））。 1990年5月には，有償譲渡

の具体的な方法を規定する「中華人民共和国都

市国有土地使用権譲渡および再譲渡暫定条例」

と，外資による総合的な上地開発と経営0)促進

を目的とする「中華人民共和国外国投資家によ

る総合的土地開発経営についての暫定管理弁

法」が公布され， 90年代に入ってt地使用権の

h償譲渡がいよいよ本格化することになるc

深月1|rhでは，すでに譲渡金などを支払って使

用権を有償で取得した者に対しては比較的安い

士地使用費（甲種）を，無償で割り打てられて

いる者に対しては甲種の10倍以上の使用費（乙

種）を課している。これには，無償割‘り地のま

だ支払われていない地代分を徐々に回収しよう

とし，さらにその土地の使用者にfi償譲渡のf

続きをとるよう促す意図があるり日］，9,l：地使用

権有償譲渡のH的が地代徴収であるのに対して、

土地使用費は地代徴収が不完全な部分の調整と

いう位四づけになっている。もし都巾のインフ

ラに対して投資をしたのが国家てあるとすれは、

都市の土地の絶対地代のみならず芹額地代も国

家に帰すべきであり，徴収すべき国打地の地代

を徴収しないことが国有資産を流出させること

になるという考え方か，このような制度の背以

にあるいi]2)0

3. 改革の特徴

以上(})ようなt．地制度改革0)過程から，いく

つかの特徴を見出すことができる。

第 1に，七地有償化の実施に関しては中央

よりも地方か七弗していた。中央0)決定よりも

30 

先に各都市か積極的に制度改革を進めている。

有償化から生まれた土地収益ぱ，当初は40％が

中央に行き地方の取り分は60％だったか，その

後、実際に都市建設のために資金を必要とする

地方からの反発が高まってしだいに中央の取り

分が減少し，現在ては土地収益の 100%を地方

が留保できることになった(itl3)。

上地使用費や土地増値費0)税への転換を地方

政府か拒んているのも，これと同様の理由から

てある。 1988年9月0) 「中華人民共和国城鎮土

地使川税暫定条例」では、それまでの上地使用

将が税制に組み込まれることになったが，税収

人を中央と地方で半々に分けると規定している

ため，中央の管轄によって地方の取り分が減る

ことを嫌う全国の約半数0)地方政府がこれに従

っておらずり日1)，深訓市でも上地使用費の徴収

が継続されている，＼ 1993年12月には，土地投機

を抑制するために，上地（使用権）を転売する

際に購入時からの値上かり分に対して課す七地

増値悦について定めた「七地増値税暫定施行条

例．か公布されたが，これも地方政府の反対で

ほとんと実施されていない2 ただし， ＾部の都

市はそれ以前から士地増値費を徴収している。

かつて国家中央の基本建設プロシェクトの-̂ 

部として付随的に行われた都市建設は，今ては

地方政府 (11i．県）を中心に積極的に進められ

ており，土地収益はその建設資金として地方に

留保されるべきと考えられるようになってきた

0) である C•

第2に，土地の有償化による収益の多くの部

分を，実際には外国直接投資に依存している。

はしめ上地使用費は外資系企業に徴収の対象を

絞っており，そののち対象が国内の企業や個人

に拡大されても，それらの費用負担能力が不t・
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分であるために，使用費の規準は低額にとどめ

ざるを得ない。その一方で．上地使用権譲渡の

際に政府が受け取る地価代金は，直接あるいは

間接に外資系企業が負担するように期待されて

いる。深訓市では1987年9月からすべての新規

の土地が譲渡の手続きを経ているが，協議によ

って無償あるいは低価格で譲渡される面積が大

きく，なかには公共性の強い用途の土地も含ま

れているものの，しばしば国内企業や機関に対

する実質上の優遇措饂になっている。ところが，

外資企業などと合弁する場合には，巾場価格に

見合うように協議価格との差額を補って政府に

支払わなくてはならないげ15)。

そして，不動産市場においては，国内向けに

のみ販売か許可される比較的低価格の物件と，

国外向けにも販売することができる割高な物件

とがあり，それぞれ人民元価格と香港ドル価格

で区別されている 1/llu)。このような土地の有償

化は，外資企業からの七地に対する需要の高い

沿岸部ではじめて1II能てあったc

第 3に，以上のように整備されてきた法規は，

都市の国有の士地を念頭においたものであり，

農村の集団所有地の農外転用については長らく

あいまいなままであった。 1988年の「土地管理

法」の中で郷（鎮）村建設用地について，転用

にあたっては市ないしは県の批准が必要である

などの大まかな方針が定められていたが， 92年

11月になってようやく「国務院不動産業の発展

に関する若干の問題についての通知」が，「集団

所有地は．あらかじめ収用によって国有地に転

換してから譲渡できる。農村集団経済組織は．

集団所有の土地資産を資本として株式を取得し

て外国投資企業や国内合弁郷鎖企業を設立する

場合．県級の人民政府の承認を受けなければな

らない。ただし，集団所有地を資本とした株式

は譲渡できない」と規定した。これに関連して

深訓では，農村集団経済組織が外資企業などの

地域コミュニティー外部の者と合弁で不動産を

建設し，それを自分たちで使用したり他人に賃

貸することもできるとされたりt17)。

農村の集団所有地に対する潜在的な需要は以

前からあったが， 1980年代後半からの外資企業

の生産拠点移転でその需要は一部地域で一気に

顕在化した。そして1990年代には農村部の士地

開発が本格化するにもかかわらず，農村の集団

所有地に関する土地制度改革は後手に回り，無

秩序な開発が政府・地域コミュニティー・外資

企業間での摩擦を生むことにもなる。この点に

ついては，第III節でふたたび検討する。

（注 1) Si-ming Li, "A Comparative Study of the 

Urban Land Use Patterns in Guangzhou and Hong 

Kong" (Hong Kong: Department of Economics, 

University of Hong Kong, Discussion Paper 79, 

]986J、p.32.

（注2) Wing-shing Tang, The Urh(1n I、andDe-

velopment Process in China, 1949-76 (Hong Kong: 

Department of Geography, The Chinese University 

of Hong Kong, Occasional Paper 108, 1990), p. 7. 

（注3) Ibid., pp. 23-24. 

（注4) 何道峰「村級農地制度的変革」（中国農地制

度諜逸組編著『中国農村土地制度的変革一ー中困農村士

地制度国際研討会論文集―-』北点大学出版社 1993年）

53ペーシ何によれば．集団積立金は本来，宗廟の管理

許用など地域コミュニティーの牛活面の運営に用いられ

たもいであった。 1970年代になると，政府は財政支出の

音似を農村に肩代わりさせ．農民が学校の教師や基層幹

部の賃金および行政費用などを支払うことになり，これ

に集団積立金が用いられた。さらに，集団積立金は，郷

鎖企業のようなコミュニティーの生産活動の原資として．

経済改革期に一部の農村請域で童要性を増い第III節で

述へるように農村において土地の有償化か進んでからは．

地域コミュニティーの土地収益の受け皿となった。

(/.t5) 同上論文 59ページく〉

3 I 
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（注6) 中国社会科学院財貿経済研究所・美国紐約公 ージ。

共管理研究所『中国城市土地使用与管理（総報告）J 北 （注16) 深サ11居地産年鑑編集委員会編沼邸II房地産年

京経済科学出版社 1992年 121ページ。 鑑』 1995年版北京人民中国出版社。

（注7) 小島麗逸「中国の都市政策史と公共財建設」 （注17) 李「深訓房地産業改革……」 131ページ。

（小島麗逸・幡谷則子編『発展途l：国の都市政策と社会

資本建設』アジア経済研究所 1996年） 34ページ。

（注8) 王育混「城市土地収入形成与分配」（『経済1

作者学習資料』 199'2年第29期） 26~28ペーシでは． r 
海市において土地使用費の徴収額の規準が切り下げられ

ていった事例が述べられている。

（注9) 深J:/11房地産年鑑編集委員会編『深訓房地産年

鑑』 1991年版深訓海天出版社 6ペーン。

（注10) 小島「中国の都市政策史と・・・・・・」 34ページ。

（注11) 施健・朱廷峰「深則土地ー級市場管理的実

践（『中外房地産導報』 1996年第12期） 19ページ。

（注12) 羅演広「論建立科学的土地使用費体系」（『地

産時刊』 1田6年第7期） 26ページC

（注13) 蒋亜平下呼喚配套— 広東経済発展I}土地的

関係考察之ニーー」（『地産時刊』 1995年第8期） 8ペー

ジ。

（注l4） モ「城市上地収人……」 29~30ペーシ。中央

に一部を取られてしまう使用税では徴収0)インセンティ

ブカ咽動かず，地方政府は税率をドげたり免除対象を拡大

するなどしている。たとえば広州市では． 80()(）万元余り

だった土地使用費収人か，使用税に切り替えた後は63()(）

万元に落ち込んでいるr,

（注15) 李伝芳＇深訓房地産業改革促進（特区城市建

設和経済発展」（虐勝海主編『探索財富之源一一深訓房地

産市場改革紀実ー・-』北京紅旗出版社 1994年） 131へ

II 国有地における都市形成

1. 既存の都市の拡大と変化

表 lは，都市的景観の指標として，珠江デル

タ地域の深訓市を含む地区級都市の市街地面積

を示したものである。市街地（「建成区」）とは一

般に，「都市の建築物や公共施設が基本的に連

続して広がっている地区」を指しけt1)，商業地

区や居住地区の他、工業地区も含まれると考え

られる。建設部や統計局の資料ではそれ以上の

厳密な定義が示されていないが，大まかな情況

をつかむことはできよう。

首位都市の広州が1988年から翌89年にかけて

大幅に市街地面積を減少させている理由は不明

だか，その後ふたたび増加している。ただし近

年進められている旧市街の再開発はここには含

まれていない。経済改革・開放政策が始まる以

前から中規模の都市になっていた仏山・江門・

積
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肇慶・恵州は， 1978年から93年までの15年間に

も着実に市街地面積を拡大させている。経済特

区を中心にして一貫して都市建設が進められた

深訓・珠海の拡大はさらに急速であり，

で広州に一極集中していた地域都市システムを

変化させている。 また，東莞・中山は1980年代

半ばから成長が著しい。 しかしながら，上地制

度改革の過程と比べてみると，

代よりも，

それま

七地使用権譲渡

の開始によって土地有償化が本格化した1990年

むしろそれ以前の80年代後半頃に市

街地は着々と拡大していた。既存の都市の市街

地の平面的な拡大と土地有償化の進行が単純に

一致しているわけではない。

次に，市街地の用途別の情況を知る手がかり

として，深訓経済特区における基本建設投資建

築竣工面積の推移を見てみよう（図2)。1980年

代を通じて， 86,87年頃に一時停滞したも 0)0)，

ほぽ一貫してT．場・倉庫と住宅の竣工面積は増

加した。

図2

（万平方rrl)
250 

200 

150 

100 

50 

この間， 工業都市として成長し， 工場

深サII経済特区基本建設建築物竣工面積

＿住宅

・・・・・・エ湯および倉庫

ーー商業・サーピス業用およびオフィス

一その他

の従業員のための宿舎等の住宅建設も同時に進

んだことがうかがわれる。

入ると，住宅はますます活発に建設されるのに

対して，

ところが1990年代に

上場・倉庫の竣工面積は下降傾向を見

せ，加えて，絶対的な面積としては大きくはな

いか，商業・サービス業用およびオフィスの竣

工面積は堅調に推移している。都市としての深

訓経済特区が産業構造を変化させて，周辺地区

ての生産を支援するような流通や管理といった

機能を充実させる段階に至っていると考えられ

る。

2. 政府主導による土地開発

イ；；動産開発企業は，必要な資金を，

のほか銀行融資，外資，国内投資，予約販売の

前払金などによって調達し，建設を進める。

市てはいわゆる「七通一平」（道路，

そしてその際に，上地使用権譲渡金，

自己資金

し

かしそれに先行する土地開発は，外資による総

合開発を除いて，地方政府が主導的に行ってお

り，政府の資金蓄積が都市建設の全体を規定す

ることになる。

都市の国有地の使用権が譲渡されるにあたっ

ては，政府がそれまでその土地を利用していた

企業ないし住民の移転とそれにともなう補償を

完（させ，整地をして，基本的なインフラを整

備した状態で不動産開発企業に引き渡す。深訓

t．下水，屯

気，通佑，カス囀蒸気，整地）の状態が標準である

土地開発

重••.. •• 
・. ．． ・-./ ・.. 

···.,._:-• 
/ ¥ 

ヘ ーー／

。ニ-二—▽
↑/  

1980 82 84 86 88 90 92 9碑

（出所） 深訓市統計局編 r深訓統計年鑑』 1993.
1994, 1995各年版北京中国統計出版社よ

り作成。

費公共施設付設費の3項Hからなる地価代金

か，十．地使用者から政府に対して支払われるっ

そのうち土地使用権譲渡金は，中心地に近い

か遠いが都市叶画の範囲内か範囲外かなど市

内の位置による等級と，商業用地，住宅用地，

l̀：業用地などの用途別の分類と，容積率による

調整にしたがって基準金額が決められている。
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ただし，そのように決められた基準に最高20%

までの変動幅が認められており，政府の譲渡金

金額に対する裁量が大きい。土地の使用年限は

一般に居住用地なら70年， L業用地なら50年な

どと定められているが，協議による譲渡の場合

はそれよりも短い年限になり，他の都市ではま

たそれぞれに年限を定めている。

このように土地使用権譲渡金の金額は，地域

性を反映し，一定の年限の特定の用途による地

代やその間に期待されるキャピタル・ゲインを

ある程度考慮したものになっており，一般的な

地価の概念に近い。これに対して，上地開発費

はインフラ整備費のほか再開発による立ち退き

に対する補償費などを含み，公共施設付設費は

都市の公共施設の建設費用について利用者の負

担を求めたものである。このような費目も地価

代金として徴収されるところが独特である。

深訓市では，七地使用権譲渡金などからなる

地価代金，かつて無償あるいは低価格で譲渡さ

れた土地が再譲渡されるにあたり補充的に支払

われる地価代金，土地使用費，それに土地増値

費といった土地から直接に得られるすべての

収益が，政府の「土地開発基金」に組み込まれ

る。これは市政府の予算外資金であり，土地を

収用された者へのさまざまな補償，インフラ整

備を含む土地開発，公共施設の建設といった目

的のための専用基金として利用されている。予

算外資金の規模は明らかにされていないので．

＋地収益の規模を予算内財政収入総額との比較

で表すと． 1991年では38％に相当し， 94年には

地価代金だけで約93％に相当する額に達してい

る（注 2)0

表2と表3は1987年から始まった深ガII経済特

区における土地使用権譲渡の情況を示している。

新規の国有地の使用にはこの譲渡の手続きが行

われ，地価収人は毎年着実に増加してきた。こ

れが上述の土地開発基金の増加に直接寄与して

いる。表3で譲渡の方式と用途について見ると．

まず．協議により地価の支払いを免除された譲

渡，すなわち，かつての無償割当とほぽ同じと

みなせる譲渡が， 28％もあることに気がつく。

そして全体の70％がいわゆる協議価格によって

表2 深訓経済特区におけるt地使用権譲渡の柏況

ー 、□[--り]]数 ― i--- -— ヘー — ヽ

ー テ □9 叫（万e門／口□□ 地価竺入

10, : 5[／三〗；ーロ汽口~)閉トル
204.04 i 193.::J7 I 10.67 I :3.98, 23 

三[; :̂［し＂4:喜;;し］：以；；： 3］；;［ 2900 1 :：; 
（出所） 『中外房地産導報』 1990年第3期／深叫房地産年鑑編集委員会編『深り11房地産年鑑』 1991,1992, 1993 

各年版深訓海天出版社； 1994,1995各年版北京人民中国出版社より作成。
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表 3 深訓経済特区における土地使用権譲渡の方式と用途 (1987~93年）

（単位： 1万mり

総 叶弓 7 用途別比半
(%) 

301.03 02.9) 

45.23 (1. 9) 

30.32 (1. 3) 

106.76 (4.6) 

599.99 (25.8) 

204.77 (8.8) 

6.37 (0.3) 

総合ビル 10.54 1 68. 83 3.67 0.47 

18"．...57338 9 5 1 I ； (7.9) 公益市業 251. 05 478.n 729 (31.4) 

5.21 118 (5.1) 

1631.54 37.29 1. 75 2326 000.0) 

70.1 1.6 0.1 100.0 

（出所） 深訓房地産年鑑編集委員会編『深訓房地産年鑑』 1995年版 北京 人民中国出版社より作成。

譲渡を受けており，市場価格といえる人札や競

売による譲渡はわずか 1.7%である。商業，倉

庫，総合ビルなどの用地では地価免除の比率が

やや低いという特徴も見られるが，全般的には

国有地譲渡価格は政府との協議によって決定さ

れており，土地市場の価格決定に対する役割は

部分的なものにとどまっている。

ここで注意すべき点がふたつある。ひとつは，

政府機構の一部，たとえば国土局や建設委員会

が直接に不動産開発企業を設立し，多くの収入

を得ていることである。これらの政府系企業は

非営利企業とみなされていて，不動産経営から

得た収益に税金がかからない位l.3)。また，政府

から最初に国有地の土地使用権が譲渡されると

きは，ふつう協議による低い価格で譲渡され，

そこに建設された不動産が，おもに外資系企業

に市場価格で再譲渡ないしは賃貸されることに

より，これらの不動産開発企業は確実に大きな

収人を得ている。それに加えて，譲渡の前に政

府が行うインフラ整備についても，しばしばこ

れらの企業に優先的に委託されている。

もうひとつは， t述の土地開発基金には完全

には計上されない現物地代（＇実物地租」）によ

る開発方式があることである。これは，政府が，

土地使用権の譲渡を受けて土地開発を行う企業

に対して，周辺のインフラ整備や公共施設を付

帯的に無償で建設することを要求する方式を指

す（沖4)。開発企業が政府の職務を一部肩代わり

して「現物」を納入する分の建設コストは，地

価代金か協議によって割引きされて相殺される

か，あるいは不動産価格にL乗せされて外資系

企業などの不動産購入者が負担することになる。

政府の財政収支や，不動産開発企業の建設コス

トの計算が不透明になるといった問題をはらん

でいる。

いずれにせよ．政府が土地の有償化を通じて

資金を蓄積し，それを都市の土地開発に投入し

てゆく仕組みを作り上げていることがわかる。
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（注 l) 国家統計局城市社会経済調杏総隊編 r中国城

市統計年鑑 1993~1994』北京中国統計出版社 1995

年 517ページ。

（注2) 深j:/1|房地産年鑑編集委員会編『深訓房地産年

鑑』 1992年版深訓海天出版社 134ページ； 1995年

版 48ペーシ。

（注3) 王「城市土地収入・・・・・・」 46ベーシC

（注4) 同上論文 45ページ。

年間に27ポイントあまりも減少している。深訓

市（そのほとんどの耕地はl日宝安県，つまり現在の

宝安区と龍岡区に分布する）ではさらに激しく，

同期間に耕地面積は約7分の 1になった。深訓

市における変化からすぐに分かるように耕地の

減少が大きく進行した時期は2度あり，はじめ

は1980年代中盤，次は90年代前半であった。こ

の傾向は珠江デルタ地域全体にも同様に見られ

III 集団所有地における都市形成 る。

上地制度改革は，はじめ都市の国有地を対象

にしたものであった。しかし，その改革による

上地有償化の波は農村の集団所有地をも巻き込

み．農村部の都市形成にも大きな影響を及ぼし

ている。

1. 非農業用地の拡大

農村部における景観の変化を表す指標として，

まず耕地の減少の様子を見てみよう（図 3)。

全国に比較して珠江デルタ地域では耕地の減

少が急速に進行しており． 1980年から94年の14

図3 耕地面積指数 (1980年＝100)

100 ‘-•こー・・・・・・マ=7-----
90 --‘‘.．，．，．，. 
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．．．．．．珠江テルタ地域 ‘ 
‘ 

この減少の理由を知るために，深訓市におけ

る耕地転用の内訳を見ることにする（図4)。

1980年代の耕地減少の原因は，耕地から養魚池

や果樹園への転用であり．生産責任制導人を契

機にしてより収益性の高い土地利用を広義の農

業の中で追求したと考えられる。それに対して

1990年代になってからは，非農業用地，すなわ

ち住宅，工場，交通施設などへの転用がその大

部分を占めていることがわかる。

1990年代の土地利用の変化については，深訓

市でもその郊外農村部にあたる宝安県一宝安・

図4 深J:JII市における耕地転用の状況

（万畝）

i 丁
口その他

旦戸圃果樹園

口養魚池

口非農業用地

6 

4 

20 ー一深iJII市 ‘、 2 

10 。。
1980 82 84 86 87 90 92 94年 19798081 82 83 84 85 86 87 88 89 90 93 9年E

（出所） 広東省統計局糾 rl-4束省（県） ［刈^ 国民経済
統計資料1980-1990』1991年／広束省統計局編
r広東統計年鑑』 1992,1993, 1994, 1995各年
版北点中国統計出版社／国家統計局編『中

国統計年鑑』 1995年版北京 中国統叶出版社
より作成。
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（出所） 深訓統計局編『深訓市国民経済和社会統計

資料1979-1985』1987年／深訓統計局編噂紐II
市“七五＇＇時期国民経済和社会統計資料 1986-
1990』1991年／広東農村統計年鑑編纂委員会編
『広東農村統計年鑑』 1994,1995各年版北京
中国統計出版社より作成，
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表 4 宝安県一宝安・龍岡区の土地利用

（単位： kmり

1990 1994 
ヽ• ~ - ← ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ - - ・ ・ ・ ・ C • • • • • • • • • • • • • • • ・一

耕 地 183.9 157.7 

園 地 1,17. 9 147.8 

林 地 698.1 668.:1 

市 街 地 117.8 165.9 

交通用地 55.9 50.2 

水 域 152.8 49., 

ヱヽ— の 他 336.6 444.5 
ー・.. ー・..→•—→—...L.-― -

計 1,693.0 1,692.5 

（出所） 深肌房地産年鑑編集委員会編「深訓房地

産年鑑』 1992年版深1111 海天出版社； 1995
年版北京 人民中国出版社より作成」

龍岡区の統計データが得られる（表 4)。-耕地」

と「水域」が減少する一方で，「市街地」が40%

あまり増加し，「その他」も大きく増加してい

る。「その他」の増加分には，整地後未建設の

土地が多く含まれている（注1)。この時期に農村

部においては，耕地を転用し養魚池などを埋め

立てて土地開発が急激に進められた。そして市

街地が拡大したと同時に，広大な面積の平らな

上地が利用されることなくそのままにされてい

る状態が見て取れる。

．，．，．’.、い＂叫 d“..A,、9.“’'＂’’̀̀:＇“』'`‘..,．，．冑 9,．．'”’'し研究ノート，1”’’.』＇`"’’".，．』』』，．＂＇.．， 9,.，．、』.,.’’̀9』.

さらに市街地建設の情況を知るために，固定

資産投資竣t面積の変化を投資主体の所有制別

で見てみると（図5a, 5 b)，深訓経済特区では

ほとんどすべてが国有単位による基本建設で占

められ，集団や個人による割合はわずかである。

一方宝安・龍岡区では，近年国家の基本建設投

資による建設面積が増加傾向にあるものの，集

団経済組織と個人による建設面積が依然として

大きいことがわかる。それぞれの面積は大きく

変動しているが，全体として1990年代の活発な

建設が観察されるc 集団による建設に非住宅か

多い0)は，上業団地造成にともなう工場用建物

が数字に表れていると推察され，個人による住

宅建設が多いのとは対照的である。

2. 集団所有地の転用と土地収益

農外所得か増加するにつれ，農民は上地を農

業生産の手段や社会保障の手段としてたけでは

なく，運用することができる資産とみなすよう

になった。そうした変化は，珠江テルタ地域の

集団所有地に対する非農業用途の需要増人と軌

を一にしている。その土地はあくまで地域コミ

ュニティーによる集団所打であるから，十地の

図5 固定資産投資竣L面積

250 
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50 
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,7r住宅
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← モ
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（出所） 深訓紘， I·/..,}組『深JjII統叶年鑑』 1995年版より作成＾~

b 宝安・龍尚区

1994― 

団，非住宅

包イ『；

,,r住宅

設住宅
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経営権を分配するにしても，上地からの収益を

分配するにしても，地域コミュニティーの役割

がいっそう噴要になっている。

さて，農村の地域コミュニティーの集団所有

地が非晨業用途に転用される局面は，大きく分

けて以下の 3つがあるだろう。

第1に，コミュニティー内で自分たちが利用

する目的で転用する場合である。「t地管理法一

によれば，転用面積は省が定める規準を超えて

はならず，住宅用地や公共施設用地であれば郷

・鎮政府の審査を経て県政府の承認，郷鎮企業

用地であれば県政府の承認を必要とする。都市

計画範囲内てあれば，巾政府の承認を得る必要

がある。この場合，所有権は移転しないc,

第2に，国家に収用される場合である。さら

に分ければ，ひとつには政府自身の基本建設プ

ロジェクトのために収用されるときであり，も

うひとつは，コミュニティーか外部のイ湧動産開

発企業などに土地使用権を譲渡するときてある。

後者の場合でも収用の手続きによって所有権を

集団から国家に移転する。

地域コミュニティーの農地が収用されると，

形式的には，政府からコミュニティーに対して

十地収用補償金，再就職補助金，地上物件補償

金，農作物の苗等の補償金といった収用補償費

が支払われることになっている。また，収用の

のち譲渡を受けてその上地を使用することにな

っている企業から政府に対して支払われる地価

代金の中の土地開発費に，これらの補償費は含

まれている。そして実際には，新たな使用者と

コミュニティーとの間で直接に補償曹の交渉か

行われている。つまり，政府かこれらの補償費

を負担するのではなく，新しい使用者である不

動産開発業者が訂代わりするのてあり，さらに

38 

図6 土地使用権の移動と資金の流れ

A．国有地が外資系企業に使用される場合

B 集団所有地が収用されて外資系企業に使用される場合

C．集団所有地が収用されることなく外資系企業に使用される
場合

③ 

⑨ 

,...”・-···--―•上」
i譲渡 ②地価代金 3,；再譲渡 14グ再譲渡金
5収用 §)収用補憤費（形式 l..) {／7:，収用補償

費（実際L) （＆使用権を出資して合弁／使用
権を日貸 9、1合弁¥業の利潤からの分配／賃
貸料

（出所） 筆者作成

（注） ｛l・1 B-—⑫〉に含まれる収用補償費は，形式的
にぱ政府を通して地域コミュニティーに支払

われるか只り、実際にはL直接不動産開発企業

から支払われてt)る (7)）。

12) AやBでは，外資系企業か不動産開発企業
として t地の総合開発を行うこともある。

その負担分はイ通動産価格に転嫁されて，結局は

]]：業用地や高級住宅を購入する外資系企業など

の投資としてJt上されるのである lir2io 

第3に，所有権は集団に残したまま， t地を

したり，上地の使用権を資本として合弁に

参加する場合てある。この場合も県級以tの政

府の承認を得なけれはならない。地域コミュニ

ティーが，資金を自己調達して建設した上業団
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地に外資企業を誘致したり，土地使用権を資本

として外資企業との合弁に参加して高級住宅な

どを建設するケースも多く見られる。それとは

別に，農家に配分された住宅用地の一部をそれ

ぞれの農家が建物とともに外部に賃貸すること

も多い。家を新築したときに，それまでの家を

出稼ぎ労働者や工場管理のために香港から来て

滞在するビジネスマンの宿舎にしたり，オフィ

スや工場として賃貸するケースもある。

外資系企業が土地を使用することを想定し，

その際の土地使用権の移動とそれにともなう資

金の流れを，国有地の場合と上記の第2と第3

の場合について整理したものが図6である。国

有地の場合は政府に，収用される場合は政府と

地域コミュニティーに，収用されない場合は地

域コミュニティーに資金が流入する様子を示し

ている。

引き続き集団所有地の転用について，深訓市

宝安区X鎖L村の例を具体的に見てみよう（注3)0

L村は人民公社制のもとでは生産隊，その後は

自然村だったが，経済面では比較的独立した運

営を行い， 1993年に行政村に昇格している。広

州と深ガII市内を結ぶ幹線道路に近く（図 l参照），

工業化とそれにともなう人口流入が著しい。

L村にはもともとあった 5000畝 (1畝与6.67

アール）あまりの土地のうち，約80％が収用さ

れ，その10％が留用地として村に返還された。

手元に残った土地のうち，一部は住宅用地など

として自分たちが使用し，その他は工業団地や

商業施設などにあてられている。集団所有地の

国家による収用にともなう補償費は， 1988年の

200万元から始まり， 95年までの 8年間に合計

で4800万元になった。補償費の規準は，はじめ

1畝当り lガ元だったのが，のち 1T;5000元に

調整された。

上地の賃貸については，賃貸料が月， 1平方

メートル当り11ないし13元程度で， L村の2つ

の工業団地の土地面積はあわせて15万平方メー

トルであるから，年間およそ2200万元というこ

とになる。よって土地収用に関連する補償費と

工業用地賃貸料とを合わせた土地収益は年に

3000万元に及ぶ。

このほかに村営企業（実質的には外資企業によ

る経営）に払い込まれる委託加工の加工賃収入

があり，総額で年に2000万香港ドルである。こ

れも合算すると全部で5000万元程度の収入が毎

年村にもたらされることになるが，これらの収

人はすべて集団積立金に算入され，「深訓宝安

L実業株式有限公司」という L村の経済組織が

管理している。

3. 集団積立金の分配

上記のように，地域コミュニティーの土地収

益は集団積セ金の重要な収入源になっている。

それでは，その積立金はどのように使用される

のだろうか。

一般に，集団積立金はコミュニティーの株式

合作制のもとで管理されている。コミュニティ

ーの株式合作制は，本来は農民それぞれの手元

にある余剰資金を集めて郷鎮企業を興すなどコ

ミュニティーの新たな経済活動の資本金を調達

することや，コミュニティーの共有財産の所有

関係を明確にすることが目的であった。しかし，

近年の珠江デルタ地域では，それらに加えて，

コミュニティーが得た多額の収益をコミュニテ

ィー内の村民の間で分配する際の根拠としての

役割を持つようになっている。集団積立金の一

部はコミュニティーの社会資本の建設に充て

られ，一部は持株に応じて村民に分配される。
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1992年末の時点ですでに宝安区と龍岡区の 121 センターの建設や，不動産開発企業と合弁の多

の行政村のうち98が，また378の自然村のうち 層型高級住宅の建設に乗り出している。

356が株式合作制を実施していたば 1)0

X鎮L村の場合は，先述の r深訓宝安L実業

株式有限公司」がそれにあたる。この公百］の株

式は， 52％の集団株と48％の個人株から成る。

個人株は戸籍が本村にある者にのみ与えられ，

村内でのみ株0)譲渡が認められているc 利潤0)

配分は規定によれば，拡大再生産に用いられる

「公積金」が30~35%，村の社会資本整備に用

いられる「公益金」が10~20%, 「福利奨励金-

が3~8%，そして配当基金が35~55％となっ

ている。

ただし， 1993年までは村民個人への分配が3

割，集団へが7割であったのに対して， 94年以

降は村民へが7割，集団へが3割というように

分配比率は柔軟に変更され，最近は個人の配！i

にあてる割合を増やす方向にあるという。これ

は近年村の社会資本の建設が順調に進んで，コ

ミュニティーが多額の資金を留保する必要がな

くなったためである。

村の社会資本建設としては，これまで1650万

］じを投資して，耕地あるいは養魚池だったとこ

ろを整地し，道路，上・ド水道， ピ気．通にな

どの設備を整え，衛牛△，治安，消防，文化娯楽

などの施設を建設してきた。またそれらとは別

に，工業団地の建設が1987年に開始され，村自

身の手で水道や電気などの基本的なインフラを

整備し，標準設計0)」：場や宿舎などを建設した3

委託加I：喫約や外資との合弁企業設在という形

態を通じて， L村の「経済発展公＂しが現在 50

余りO)_L場を 2つ0)」：業団地にて管理している。

その他L村の「経済発展公1iL は，集団積立金

あるいは上地を資本として， X鎮と合弁の商業

40 

1992年には， 4000万元（集団積立金からが70%,

各村民からが30%）を投資して， 8万平方メート

ルの土地に一戸建てタイプ158棟の住宅を建設

した。すべてが基本的に同じ間取りで，村民4

人に 1戸の割合で平等に与えられ，すべての村

民か入居している。村民それぞれが自由に住宅

を建設して限られた村の土地を浪費することが

ないようにすると同時に，村が地域コミュニテ

ィーとして村民の福利を重視していることがう

かかわれる。その他，集団積立金は，村の教育

基金，養老保険の購人，村内の医療保健サービ

スセンターにおける医療費用などにもあてられ

ている。

ところで，個人への集団積立金の分配は，そ

れぞれの村民の家計においてどのような比項を

占めているのだろうか。村民の収入は大きく分

けて 4種類ある。第 1は農業・漁業からの収人

である。 L村では1990年までに耕地がすべてな

くなり，今はエビの養殖を小規模に行うのみで

ある。第2は農業以外の仕事からの収人で，自

分でビシネスを始める者もいれは，就職して賃

金を得る者もいる。また，村民委員会や村営企

業の管理，村の環境衛生，治安，消防など村の

行政に関わる仕事からの収人を得る者も多い。

そして，第3が村の株式合作制を通じての分配

である。第4として実質的に個人で保有してい

る不動産（旧宅なと）の賃貸収入がある。

第 10)農業収人が全収人に占める割合はいま

やわすかである。第3の集団分配収人の比率は

高く， 1995年には，就業者のみならずすべての

村民に対する平均て1人靖りl.3Jj元の純収人が

あった。この分配収入だけて1995年の宝安区の
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職員平均賃金9886元を大きく上回っているは5)ぃ

第2の労働収入については個人差あるいは農家

間の格差が大きいと思われるが．第3の分配収

入が下支えをしていて，村内に経済的に困窮す

る家は今ではまったくないとのことであった。

第4の個人不動産収人の規模については不明で

ある。

集団積立金は，工業団地整備などの生産関連

や村内の公共施設などの生活関連の社会資本に

投資される。さらに一部は個人に分配され，農

村の個人の非農業所得が増加し，その一部は住

宅投資にも向けられている。

以上のことから，外資の流人と土地の有償化

を契機にして地域コミュニティーが資本を蓄積

し，その結果，農村部でも都市形成が促されて

いることが理解できる。

4. 歴史用地遺留問題

「歴史用地」とは，深訓経済特区においては，

1980年8月に特区が成立する以前から，行政・

事業機関，企業，個人が占有していた上地のこ

とである。これらの土地は，その後無償で政府

から割り当てられた土地と同様，用途の変更を

許されず，抵当権を設定したり，使用権を譲渡

することも認められていない。ただし国土局分

局の承認を得て賃貸する場合には，賃貸料の 6

％を市の土地開発基金に上納しなければならな

いとされ，士地使用費に関する扱いは無償割当

用地と同様に処理されている（注610

他方，特区外においては， 1993年7月の「深

訓市宝安、龍岡区計画、国土管理暫定弁法」に

よって初めて政府による統一的な士地管理が実

施されるようになり，それ以前に農村の地域コ

ミュニティーが県以上の政府の承認を受けずに

集団所打地を開発，譲渡，あるいは行本として

他者と合弁し，用途の変更をしていた場合に，

それを「歴史用地遺留問題」と呼んでいる。龍

岡区では1994年3月に，宝安区では同年9月に

「歴史用地遺留問題処理弁法」が公布され， こ

の問題に当局が取り組みはじめた。

「宝安区歴史用地遺留問題処理弁法」を例に

見てみると，たとえば，当局の承認なく土地を

開発して第三者に譲渡した場合，都市計画と新

しい用途の間に食違いがあれば，建造物などは

取り壊され，譲渡された者に対しても補償はさ

れず，土地の所有は国家に帰する。都市計画と

の間に食違いがない場合は，その土地の位置や

用途によって決められた地価代金を譲渡された

者が政府に対して支払い，国家から譲渡された

ものとして手続きをする。また，当局の承認な

く土地を資本として合弁に参加した場合，地域

コミュニティーの合弁の相手方（多くの場合，

外資企業）が地価代金を支払うのに対して，地

域コミュニティー側は免除されるか，面積がコ

ミュニティーに認められた非農業建設用地の規

準を超えるときに限り，割安の地価代金を支払

う。このような処理による地価代金や罰金はす

べて土地開発基金に計上され， うち40％は各鎖

に割り当てられてその公共施設の建設に充てら

れる。

この「弁法j に従って処理された土地の所有

権ふ収用の場合と同様に国家に移転するか，

それにともなう補償費は支払われない。そして，

この処理によって生じる経済的利害については，

Jヽ1事者間，つまり，土地の譲渡や土地を資本と

した合弁か行われた地域コミュニティーと相手

企業との間で調整しなければならない， とされ

ている。しかしながら現地での聞き取りでは，

この調整には困難がともなっているということ

4I 
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であった。なぜならば，外資企業はすでに地域

コミュニティーとの間で土地をめぐる契約を交

わしてコミュニティーに相当の「譲渡金」を支

払っており，にもかかわらず「弁法」に従って

さらに地価代金や罰金を政府に支払うことは，

到底受け入れられないからである。その一方で

地域コミュニティー側は，契約を通じて獲得し

た収益をすでにコミュニティーの社会資本整備

や村営の事業の拡大に投人したり，株式の配当

として村民に分配してしまっており，ただちに

肩代わりすることはできない。

この問題の背景には，農村部においても完全

に土地利用・土地開発をコントロールし，そこ

から得られる土地収益を農村の地域コミュニテ

ィーに独占させず，収益の一部を獲得しようと

いう政府の意図が働いている。逆に日えば，こ

れまで農村部においては十分に地代が徴収され

ておらず，外資企業が割安な価格で土地を使用

することができたことをも意味し，今後はその

ような農村部の魅力が少なくなるiiJ能性がある。

（注1) 深ガ11市全体ては． 1994年の時点で「その他」

546.9平方キロメートルのうち233.7平方キロメートルが

整地後未建設の土地だった（深訓房地産年鑑編集委員会

『深ガ11房地産年鑑』 1995年版 46ページ）。

（注2) 特に大型プロシェクトが目白押しで政府自身

の土地収用も多い広東省では，そこで農村の地域コミュ

ニティーに支払うべき補償費が政府にとって大きな負担

になっている。そこで，収用面積の10％以内の土地が，

補償を補うものとして地域コミュニティーに返還されて

いる。このような土地は＇留用地，と呼ばれ，所有権は

国家に属するものの，地域コミュニティーは使用権を保

持し，それを他者に再譲渡や賃貸することもできるし，

企業を設立してそ(1)土地の開発や経営に参加することも

できる。陳強・黎天宏・李美好・曽建英「春風化雨一従

番馬市看広東省農村集体“留用地＂政策」（『地産時刊』

1994年第10期） 11ページ。

（注3) X鎮L村については， 1995年6月および96年

4z 
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7月に行った聞き取り調査に基づく。

（注4) 李大勝・劉業華・張岳恒「深訓農村股分合作

制的研究＿ （李大勝・劉業華主編噂紐11農村股分合作制

的研究』広州 中山大学出版社 1994年） 7~8ページ。

（注5) 広東省統計局編『広東統計年鑑』 1996年版

北京中国統計出版社 514ページ。

（注6) 深訓房地産年鑑編集委員会編『深ガ11房地産年

鑑J1995年版 61ページ。

おわりに

最後に，以上分析してきた土地制度改革と都

市形成の内容を整理し，さらにこの地域に残さ

れた問題について若千指摘しておきたい。

まず，改革以前は土地は無償無期限で使用さ

れており，土地利用は非効率で土地開発の資金

も限られていた。それが1980年代になると，都

市部を中心に土地の有償化をおもな内容とする

土地制度改革が始められ，それによって，しだ

いに土地市場が形成されて土地の有効利用が図

られるようになると同時に，地方政府は都市の

土地開発のための資金を蓄積することができる

ようになった。農村部においては，地域コミュ

ニティーが主体となって上地開発が進められた。

ここでも土地開発のための賓金蓄積には土地収

用補償費や不動産賃貸料などの土地収益が重要

な役割を果たした。

外資企業が必要とする生産拠点の立地条件は，

安価で豊富な労働力のほかに，やはり安価で豊

富な土地と生産や交通面の一定水準のインフラ

が整っていることであるか，農村部のそれぞれ

の地域コミュニティーは，より多くの外資企業

を誘致するために，農地などの転用によって広

い面積の土地を供給し，集団積立金として蓄積

された資金を投資して競って土地開発を進めた。

農村部での土地制度改革が都市部に比べて遅れ，
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その結果，政府の地代徴収や都市計画による土

地利用へのコントロールがなかなか及ばなかっ

たことも，外資企業の生産拠点となるには有利

に作用した。そして．外国投資が増加すれば．

それにつれてさらに地域コミュニティーに資金

が蓄積されるという好循環が農村部に生まれた，

蓄積の一部は村の生産および生活関連の社会

資本の建設に向けられ，また一部は合作株式制

を通じて村民に分配されて住宅投資にも向けら

れて．農村の景観を変化させていった。土地制

度改革が，地方政府のみならず農村部の地域コ

ミュニティーの資本蓄積をも促進し，結果とし

て広範な都市形成がこの地域において進行する

ことになったのである。

ところが近年このような都市形成のメカニズ

ムに変更が迫られている。

珠江デルタ地域では特に1992年頃から94年に

かけて，香港企業を中心とした外資企業による

活発な不動産投資が行われたが， 94年後半から

はその反動で不動産物件が供給過剰になってい

る。国有地の使用権譲渡の権限を委ねられた市

（県）政府が，珠汀デルタ地域の各都市間で外資

企業の直接投資をめぐって激しい競争になり．

市場の動IhJを把握することなく無計画に上地使

用権を放出したことは想像に難くない。そのう

ぇ．地方政府ばかりではなく．農村の多数の地

域コミュニティーも土地使用権の供給者となっ

たのである。それぞれのコミュニティーが農地

を我先に転用し，条件の整わないところでもエ

業団地や別荘を無計画に建設したが，こうした

動きに対する当局のコントロールはあまり見ら

れなかった。

最近になって，土地市場に対する政府のコン

トロールか強まる傾向にある。過剰物件の整理

を促し沈滞した不動産市場を活性化するために，

上海や広州では国有地使用権譲渡の一時停止と

いう苦肉の策がとられている。また，既述の歴

史用地遺留問題の処置は，集団所有地に対する

当局のコントロール回復をねらったものである

ともいえよう。

深訓市計画国土局によれば，土地使用権の譲

渡面積は，都市計画，需給関係，財政収入の3

点から決定されることになっているが，将来的

には，土地供給量をより広い地域の視点から的

確に調節できるシステムの構築か必要になると

考えられる。そして土地に対する需要の方は．

外資企業のグローバルな視野での企業行動とい

う外的要因に大きく依存しており，都市形成の

行方は，外資企業にとってこの地域が生産拠点

として魅力的であり続けられるかどうかにかか

っている。

（東北大学大学院理学研究科地学専攻助手）
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